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Ⅱ．金融商品取引業者等の監督に係る事務処理上の留意点 
 
Ⅱ－１ 一般的な事務処理等 
 
Ⅱ－１－５ 内部委任 
 
（１） （略） 
 
（２）金融庁長官への報告 

財務局長は、金融商品取引業者等の監督事務に係る財務局長への委
任事項等の処理にあたり、次に掲げる事項については、当該事務処理
後金融庁長官に報告等を行うものとする。 
① （略） 
② 財務局長は、各四半期末現在における登録金融商品取引業者等の
状況について、別紙様式Ⅱ－７（登録金融機関は別紙様式Ⅱ－８、
金融商品仲介業者は別紙様式Ⅱ－９）により各四半期末の翌月20日
までに金融庁長官へ報告すること。 
③ 財務局長は、各四半期末現在における主要株主（金商法第29条の
４第２項に規定する主要株主をいう。）の状況について、別紙様式 
Ⅱ－10により各四半期末の翌月20日までに金融庁長官へ報告するこ
と。 
④ 財務局長は、事故確認に関する事務（金商法第39条第３項ただし
書）について、別紙様式Ⅱ－11（確認事務処理状況報告書）により
半期ごとに取りまとめ、各半期末の翌月15日までに金融庁長官へ報
告すること。 
⑤～⑨ （略） 

 
（３） （略） 
 
（４）留意点 

Ⅱ．金融商品取引業者等の監督に係る事務処理上の留意点 
 
Ⅱ－１ 一般的な事務処理等 
 
Ⅱ－１－５ 内部委任 
 
（１） （略） 
 
（２）金融庁長官への報告 

財務局長は、金融商品取引業者等の監督事務に係る財務局長への委
任事項等の処理にあたり、次に掲げる事項については、当該事務処理
後金融庁長官に報告等を行うものとする。 
① （略） 
（削除） 
 
 

 
② 財務局長は、各四半期末現在における主要株主（金商法第29条の
４第２項に規定する主要株主をいう。）の状況について、別紙様式
Ⅱ－７により各四半期末の翌月20日までに金融庁長官へ報告する
こと。 
③ 財務局長は、事故確認に関する事務（金商法第39条第３項ただし
書）について、別紙様式Ⅱ－８（確認事務処理状況報告書）により
半期ごとに取りまとめ、各半期末の翌月15日までに金融庁長官へ報
告すること。 

  ④～⑧ （略） 
 
（３） （略） 
 
（４）留意点 
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登録金融機関の監督事務に係る事務処理については、Ⅱ－１－５
（１）②から④まで、⑧及び⑬から⑮まで、（２）③、⑤及び⑧（３）
②、③及び⑤は適用しない。 
 

Ⅱ－２ 相談・苦情等への対応 
 
（１） （略） 
 
（２）情報の蓄積 

各財務局においては、金融商品取引業者等に関する相談・苦情等の
うち、金融商品取引業者等の経営の健全性を確保する上で参考になる
と考えられるものについては、その内容を記録（別紙様式Ⅱ－12）す
るものとし、特に有力な情報と認められるものについては、速やかに
金融庁担当課室に報告するものとする。 
 

（３） （略） 
 
Ⅱ－３ 法令解釈等外部からの照会への対応 
 
Ⅱ－３－１ 法令照会 
 
（１） （略） 
 
（２）照会に対する回答方法 
① （略） 
② 財務局が照会を受けた際、回答に当たって判断がつかないもの等
については、「連絡箋」（別紙様式Ⅱ－13）を作成し、金融庁担当課
室と電子メール又はファックス等（以下「電子メール等」という。）
により協議するものとする。 

③ （略） 

登録金融機関の監督事務に係る事務処理については、Ⅱ－１－５
（１）②から④まで、⑧及び⑬から⑮まで、（２）②、④及び⑦（３）
②、③及び⑤は適用しない。 

 
Ⅱ－２ 相談・苦情等への対応 
 
（１） （略） 
 
（２）情報の蓄積 

各財務局においては、金融商品取引業者等に関する相談・苦情等の
うち、金融商品取引業者等の経営の健全性を確保する上で参考になる
と考えられるものについては、その内容を記録（別紙様式Ⅱ－９）す
るものとし、特に有力な情報と認められるものについては、速やかに
金融庁担当課室に報告するものとする。 
 

（３） （略） 
 
Ⅱ－３ 法令解釈等外部からの照会への対応 
 
Ⅱ－３－１ 法令照会 
 
（１） （略） 
 
（２）照会に対する回答方法 
① （略） 
② 財務局が照会を受けた際、回答に当たって判断がつかないもの等
については、「連絡箋」（別紙様式Ⅱ－10）を作成し、金融庁担当課
室と電子メール又はファックス等（以下「電子メール等」という。）
により協議するものとする。 

  ③ （略） 
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  ④ 上記③に該当するもの以外のもので照会頻度が高いもの等につ
いては、必要に応じ「応接箋」（別紙様式Ⅱ－14）を作成した上で、
関係部局に回覧し、金融庁担当課室又は財務局担当課室の企画担当
係に保存するものとする。 

  ⑤ （略） 
 
Ⅱ－５ 行政処分を行う際の留意点 
 
Ⅱ－５－１ 検査結果等への対応 
 
（１）検査結果への対応 

検査部局が実施した金融商品取引業者等に対する検査については、
以下のとおり、その結果を監督業務に適切に反映させることとす
る。 

① 検査報告書において指摘のあった法令に抵触する行為、その他金
融商品取引業者の業務の運営又は財産の状況、登録金融機関の業務
の運営に関し、公益又は投資者保護の観点から問題のある行為又は
状況、及び前回検査で指摘を受けた重要な事項で改善が認められな
い場合のうち、必要かつ適当と認められる場合には、金融商品取引
業者等に対し、当該報告書で指摘された事項についての事実確認、
発生原因分析、改善・対応策、その他を取りまとめた報告書を１ヵ
月以内（必要に応じ、項目ごとに短縮するものとする。）に提出す
ることを、金商法第56条の２第１項の規定に基づき命ずるものとす
る。 
また、合併等によりシステム統合等を予定している金融商品取引

業者等において、システム統合リスクの管理態勢に関する指摘があ
る場合のうち、必要かつ適当と認められる場合には、当該システム
統合等の計画を的確に履行するための方策、システムリスクに係る
内部管理態勢（内部監査を含む。）等についても、同項の規定に基
づき報告書の提出を命ずるものとする。 

④ 上記③に該当するもの以外のもので照会頻度が高いもの等につ
いては、必要に応じ「応接箋」（別紙様式Ⅱ－11）を作成した上で、
関係部局に回覧し、金融庁担当課室又は財務局担当課室の企画担当
係に保存するものとする。 

  ⑤ （略） 
 
Ⅱ－５ 行政処分を行う際の留意点 
 
Ⅱ－５－１ 検査結果等への対応 
 
（１）検査結果への対応 

検査部局が実施した金融商品取引業者等に対する検査については、
以下のとおり、その結果を監督業務に適切に反映させることとす
る。 
① 検査報告書において指摘のあった法令に抵触する行為、その他金
融商品取引業者の業務の運営又は財産の状況、登録金融機関の業務
の運営に関し、公益又は投資者保護の観点から問題のある行為又は
状況、及び前回検査で指摘を受けた重要な事項で改善が認められな
い場合のうち、必要かつ適当と認められる場合には、金融商品取引
業者等に対し、当該報告書で指摘された事項についての事実確認、
発生原因分析、改善・対応策、その他を取りまとめた報告書を１ヵ
月以内（必要に応じ、項目ごとに短縮するものとする。）に提出す
ることを、金商法第56条の２第１項の規定に基づき命ずるものとす
る。 
また、合併等によりシステム統合等を予定している金融商品取引

業者等において、システム統合リスクの管理態勢に関する指摘があ
る場合のうち、必要かつ適当と認められる場合には、当該システム
統合等の計画を的確に履行するための方策、システムリスクに係る
内部管理態勢（内部監査を含む。）等についても、同項の規定に基
づき報告書の提出を命ずるものとする。 
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上記の報告書の提出命令は、別紙様式Ⅱ－15により行うものとす
る。 

  ②～④ （略） 
 
（２） （略） 
 
Ⅲ．監督上の評価項目と諸手続（共通編） 
 
Ⅲ－２ 業務の適切性（共通編） 
 
Ⅲ－２－２ 金融商品事故等に対する監督上の対応 
  （略） 

 
（１）主な着眼点 
① （略）  
② 業務の適切性の検証 
金融商品事故等と金融商品取引業者の業務の適切性の関係につい
ては、以下の着眼点に基づき検証を行うこととする。 
イ． （略）  
ロ．当該事故等の内容が金融商品取引業者の経営等に与える影響は
どうか、顧客や金融商品市場に与える影響はどうか。 
ハ．～へ． （略）  

 
（２） （略） 
 
Ⅲ－３ 諸手続（共通編） 
 
Ⅲ－３－３ 業務に関する帳簿書類関係 
  （略） 
 

上記の報告書の提出命令は、別紙様式Ⅱ－12により行うものとす
る。 
②～④ （略） 
 

（２） （略） 
 
Ⅲ．監督上の評価項目と諸手続（共通編） 
 
Ⅲ－２ 業務の適切性（共通編） 
 
Ⅲ－２－２ 金融商品事故等に対する監督上の対応 
  （略） 

 
（１）主な着眼点 
① （略）  
② 業務の適切性の検証 
金融商品事故等と金融商品取引業者の業務の適切性の関係につい
ては、以下の着眼点に基づき検証を行うこととする。 
イ． （略）  
ロ．当該事故等の内容が金融商品取引業者の経営等にどのような影
響を与えるか、顧客や金融商品市場にどのような影響を与えるか。 
ハ．～へ． （略）  

 
（２） （略） 
 
Ⅲ－３ 諸手続（共通編） 
 
Ⅲ－３－３ 業務に関する帳簿書類関係 
  （略） 
 



                              金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針（抄）                        【別紙２】 

                                                           5

旧 新 

（１）基本的留意事項 
①～④ （略） 
⑤ 店頭デリバティブ取引に係る帳簿書類の記載事項のうち、日時に
ついては時刻の記載を要しない。 

⑥～⑨ （略） 
 
（２）～（６） （略） 
 
Ⅳ．監督上の評価項目と諸手続（第一種金融商品取引業） 
 
Ⅳ－３ 業務の適切性（第一種金融商品取引業） 
 
Ⅳ－３－３ 店頭デリバティブ取引業に係る業務の適切性 
 
Ⅳ－３－３－１ 法令等遵守態勢 
（略）   

 
（１） 区分管理に係る留意事項 
① 店頭デリバティブ取引業者が店頭金融先物取引（金商業等府令第
79条第２項第２号に掲げる取引）に係る金銭その他の保証金を管理
するにあたり、金商業等府令第143条第１項第３号に規定されるカ
バー取引相手方への預託を行っている場合、当該保証金のうちカバ
ー取引に該当しない自己取引に係る保証金がある場合は、カバー取
引に係る保証金と自己取引に係る保証金とを明確に区分して管理
しているか。 

② カバー取引相手先へ預託した保証金について、相場の変動等によ
り追加すべき保証金が発生した場合には、自己勘定において支払う
こととし、顧客勘定として管理する他の顧客の保証金をこれに充て
ることがないよう管理しているか。 

   

（１）基本的留意事項 
①～④ （略） 
（削除） 
 
⑤～⑧ （略） 
 

（２）～（６） （略） 
 
Ⅳ．監督上の評価項目と諸手続（第一種金融商品取引業） 
 
Ⅳ－３ 業務の適切性（第一種金融商品取引業） 
 
Ⅳ－３－３ 店頭デリバティブ取引業に係る業務の適切性 
 
Ⅳ－３－３－１ 法令等遵守態勢 
  （略） 
 
（１）区分管理に係る留意事項 

店頭デリバティブ取引業者が通貨関連店頭デリバティブ取引等（金
商業等府令第 143 条第３項第２号に掲げる行為をいう。以下同じ。）
に係る金銭その他の保証金を管理する場合、以下の点に留意して監督
するものとする。 
① 金商業等府令第 143 条第１項第１号に定める信託（顧客区分管理
信託）を、金商法第 43 条の２第２項に定める信託（顧客分別金信
託）と明確に区分して管理しているか。 

② 金商業等府令第143条の２第１項第６号に規定する個別顧客区分
管理金額（顧客ごとに預託を受けた金銭又は保証金の額）及び顧客
区分管理必要額（個別顧客区分管理金額の合計額）を適切に算定し
ているか。 
また、顧客区分管理必要額の計算に当たっては、顧客から預託を
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（新設） 
 
 
 
 

受けた金銭又は保証金に、次のイからハまでに掲げる額を加減算し
ているか。 

   イ．実現損益 
   ロ．評価損益 
   ハ．スワップ損益 
③ 金商業等府令第143条の２第1項第６号の信託財産の元本の評価
額が顧客区分管理必要額に満たないこととなるかどうかの判定を、
顧客区分管理必要額の計算基準となる時点の属する日本時間にお
ける日としているか。例えば、日本時間における特定の日の午前７
時からその翌日（以下「計算日」という。）の午前７時までの取引
について、計算日の午前７時を基準時点として顧客区分管理必要額
の計算を行う場合には、計算日の翌日から起算して２営業日以内に
不足額を追加しているか。 

④ 顧客区分管理信託の受託者である金融機関等からカバー取引相
手方に対して保証状等（以下「ＬＧ」という。）が差し入れられる
場合、ＬＧに基づく支払いがなされた場合でも、常に、信託財産が
顧客区分管理必要額を上回ることとなっているか。また、店頭デリ
バティブ取引業者に係る破産手続・再生手続・更生手続の開始の申
立て等により顧客区分管理信託が終了する場合において、顧客に対
する金銭又は保証金の返還がカバー取引相手方に対する支払いに
優先する契約内容になっているか。 

  ⑤ 区分管理の状況について、例えば、定期的に、外部監査又は独立
した部署による内部監査を受けること等により、適切に管理してい
るか。 

 
（２）監督手法・対応 
① 区分管理状況の適切性を確認するため、少なくとも週１回、信託
銀行発行の残高証明書等の顧客区分管理信託の残高を疎明する資
料及びこれに対応する計算日における顧客区分管理必要額を算出
した書面の提出を求めることとする。 
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Ⅳ－３－３－２ 勧誘・説明態勢 
 
（１）・（２） （略） 
 
（３）店頭金融先物取引業者の説明責任に係る留意事項 
①～⑤ （略） 

  ⑥ 区分管理の状況 
    保証金をカバー取引相手方へ預託している場合には、金商業等府

令第 94 条第１項に規定するカバー取引相手方の情報に加え、カバ
ー取引相手方での口座設定の状況及び保証金の管理の状況につい
て、顧客から説明を求められた場合には、適切な説明を行っている
か。 

（新設） 
 
 
 
 

② 区分管理状況の適切性を確認するため、定期的に又は必要に応じ
て、外部監査又は内部監査の状況の報告を求めることとする。 

③ その他、日常の監督業務を通じて把握された店頭デリバティブ取
引業者の法令等遵守態勢に関する課題については、深度あるヒアリ
ングを行うことや、必要に応じて金商法第 56 条の２第１項に基づく
報告を求めることを通じて、店頭デリバティブ取引業者における自
主的な業務改善状況を把握することとする。また、公益又は投資者
保護の観点から重大な問題があると認められる場合には、金商法第
51 条の規定に基づく業務改善命令を発出する等の対応を行うもの
とする。更に、重大・悪質な法令等違反行為が認められる等の場合
には、金商法第 52 条第１項の規定に基づく業務停止命令等の発出も
含め、必要な対応を検討するものとする。 

 
Ⅳ－３－３－２ 勧誘・説明態勢 
 
（１）・（２） （略） 
 
（３）店頭金融先物取引業者の説明責任に係る留意事項 
  ①～⑤ （略） 
⑥ 区分管理の状況 
金商業等府令第143条第１項第１号に定める顧客区分管理信託の
状況について、顧客から説明を求められた場合には、適切な説明を
行っているか。 

    
 
⑦ ロスカット取引 
通貨関連店頭デリバティブ取引等を行う場合には、ロスカット取 

引（金商業等府令第 123 条第１項第 21 号の２に規定する取引をい
う。以下同じ。）に関する取決めが設けられていること及びその内
容について、適切な説明を行っているか。また、ロスカット取引が
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（新設） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）契約締結前の書面交付に係る留意事項 
  ①～⑤ （略） 
  ⑥ 金商業等府令第 94 条第１項第４号に規定する「預託先」には、

保証金等の預託先となる金商業等府令第 143 条第１項各号に掲げ
る預託先の具体的な名称を記載することとする。 

 
 
（５）～（７） （略） 
 
Ⅳ－３－３－４ 店頭金融先物取引に係るリスク管理態勢 

顧客を相手方として取引を行う通貨に係る店頭金融先物取引につい
て、自己が負うリスクの管理が重要であることから、リスク管理態勢の
整備及び業務運営の遂行について、以下の点に留意し監督するものとす
る。 

 
 

予定どおり行われなかった場合の損失のおそれ等について、適切な
説明を行っているか。 
⑧ 低スプレッド取引 
スプレッド又は手数料が特に低い取引（以下「低スプレッド取引」

という。）を提供する通貨関連店頭デリバティブ取引等業者が、広
告等でスプレッド又は手数料が低いことを強調する表示をしてい
る場合には、例えば、以下のようなおそれが生じていないか。 
イ．他に顧客が支払うべき手数料、報酬、その他の対価又は費用が
あるにも関わらず、顧客が支払う対価又は費用が、実際よりも著
しく低額であるかのように誤解させるおそれ 
ロ．顧客が注文時に指定したレートと実際に約定するレートとの相
違（スリッページ）が生じ、広告等で表示するよりも高いスプレ
ッドで取引を行うこととなるおそれ 

 
（４）契約締結前の書面交付に係る留意事項 
①～⑤ （略） 
⑥ 金商業等府令第 94 条第１項第４号に規定する「預託先」には、
保証金等の預託先となる金商業等府令第 143 条第１項第１号又は
第２号イからニまでに掲げる預託先の具体的な名称を記載するこ
ととする。 

 
（５）～（７） （略） 
 
Ⅳ－３－３－４ 通貨関連店頭デリバティブ取引に係るリスク管理態勢 
  顧客を相手方として行う通貨関連店頭デリバティブ取引（金商業等府
令第123条第４項に規定する通貨関連店頭デリバティブ取引をいう。以
下同じ。）について、自己が負うリスクの管理が重要であることから、
リスク管理態勢の整備及び業務運営の遂行について、以下の点に留意し
監督するものとする。 
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（１）～（３） （略） 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）～（３） （略） 
 
（４）ロスカット取引に係る留意事項 
① 顧客の損失が、顧客が預託する証拠金を上回ることがないよう
に、価格変動リスクや流動性リスク等を勘案してロスカット取引を
実行する水準を定めているか。 

② ロスカット取引に関する取決めを明確に定めた社内規程等を策
定し、顧客との契約に反映しているか。 

③ 取引時間中の各時点における顧客のポジションを適切に把握し、
上記①の水準に抵触した場合には、例外なくロスカット取引を実行
しているか。 

④ ロスカット取引を実行した状況を、定期的に又は必要に応じて随
時に、取締役会等に報告しているか。 

 
（５）低スプレッド取引に係る留意事項 

低スプレッド取引を提供する通貨関連店頭デリバティブ取引業者
は、相当程度の取引量を確保・維持しなければ、財務状況が悪化する
おそれがある。一方、経営の安定を確保するに足りる取引量について、
適切に管理できる態勢を整備する必要がある。 
こうしたことから、例えば以下のような点を含め、十分なリスク管

理態勢を構築しているか。 
① 全社的なリスク管理態勢の整備（例えば、リスク管理基本方針の
策定等）を行う際に、低スプレッド取引に伴うリスクを十分認識し、
適切に反映しているか。 

② 低スプレッド取引の提供を開始する際には、その収益構造及び取
引量に照らして十分な収益性を確保できるかを検討した上で、スプ
レッド又は手数料を決定しているか。また、当該決定について、自
社の収益構造及び取引量の変化等を踏まえて定期的に検証し、必要
に応じて見直しを行っているか。こうした手続きについて、社内規
程等において明確化しているか。 
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（４）監督手法・対応 
   日常の監督事務を通じて把握された店頭金融先物取引業者のリス
ク管理態勢に関する課題及び対応状況については、ヒアリングや金商
法第 56 条の２第１項の規定に基づく報告を通じて把握することとす
る。また、当該業者の状況が公益又は投資者保護の観点から重大な問
題があると認められる場合には、金商法第 51 条の規定に基づく業務
改善命令を発出する等の対応を行うものとする。更に、業務又は財産
の状況に照らし支払不能に陥るおそれがある等の場合には、金商法第
52 条第１項の規定に基づく業務停止命令等の発出も含め、必要な対応
を検討するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
Ⅳ－４ 諸手続（第一種金融商品取引業） 
 
Ⅳ－４－１ 登録 
 

③ 低スプレッド取引を提供する通貨関連店頭デリバティブ取引業
者は、当該取引の取引量、取引内容及び自社の財務状況に与える影
響等を把握し、適時適切に取締役会等に報告する態勢を整備してい
るか。 

④ 低スプレッド取引を提供する通貨関連店頭デリバティブ取引業
者は、その想定する収益構造を実現するため、システムその他の必
要な態勢を十分に整備しているか。また、実際の収益状況を随時検
証し、当該態勢を適切に見直しているか。 

 
（６）監督手法・対応 
① 通貨関連店頭デリバティブ取引業者のリスク管理態勢の適切性
を確認するため、ヒアリング等を通じて、通貨関連店頭デリバティ
ブ取引業者の提供する商品や取引の内容（スプレッド及び手数料
等）を把握するものとする。 

② 日常の監督事務や、事故届出等を通じて把握された通貨関連店頭
デリバティブ取引業者のリスク管理態勢に関する課題については、
深度あるヒアリングを行うことや、必要に応じて金商法第 56 条の
２第１項の規定に基づく報告を求めることを通じて、通貨関連店頭
デリバティブ取引業者における自主的な業務改善状況を把握する
こととする。また、公益又は投資者保護の観点から重大な問題があ
ると認められる場合には、金商法第 51 条の規定に基づく業務改善
命令を発出する等の対応を行うものとする。更に、重大・悪質な法
令等違反行為が認められる等の場合には、金商法第 52 条第１項の
規定に基づく業務停止命令等の発出も含め、必要な対応を検討する
ものとする。 

 
Ⅳ－４ 諸手続（第一種金融商品取引業） 
 
Ⅳ－４－１ 登録 
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（１）～（４） （略） 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅴ．監督上の評価項目と諸手続（第二種金融商品取引業） 
 
Ⅴ－２ 業務の適切性（第二種金融商品取引業） 
 
Ⅴ－２－２ 市場デリバティブ取引業に係る業務の適切性 
 
Ⅴ－２－２－１ 法令等遵守態勢 
市場デリバティブ取引業者（金商法第28条第２項第３号に規定する行
為を業として行う者をいう。以下同じ。）が、デリバティブ取引市場の
担い手としての自らの役割を十分に認識して、法令や業務上の諸規則を

（１）～（４） （略） 
 
（５）新規登録申請に係る留意事項 

新規に登録を申請する業者に対しては、原則として、以下の書類の
提出を求めることにより、登録拒否要件等に該当しないかを確認する
こととする。 
なお、疎明資料のうち金融機関が発行する預金等の残高証明書につ

いては、原本によるものとする。 
① 純財産額（金商法第 29 条の４第１項第５号ロに規定する純財産
額をいう。）を算出した書面の疎明資料 

② 金商法第 29 条の４第１項第６号イに規定する比率を算出した書
面の疎明資料 

③ 直近月の純財産額及び自己資本規制比率を算出した書面の疎明
資料 

④ 通貨関連デリバティブ取引等（金商業等府令第 143 条第３項に規
定する通貨関連デリバティブ取引等をいう。）を業務として行おう
とする業者については、金銭の区分管理を行うため信託会社又は信
託業務を営む金融機関に開設した信託口座に係る信託契約書の写
し又はそれに準ずる書面 

 
Ⅴ．監督上の評価項目と諸手続（第二種金融商品取引業） 
 
Ⅴ－２ 業務の適切性（第二種金融商品取引業） 
 
Ⅴ－２－２ 市場デリバティブ取引業に係る業務の適切性 
 
Ⅴ－２－２－１ 法令等遵守態勢 
市場デリバティブ取引業者（金商法第28条第２項第３号に規定する行
為を業として行う者をいう。以下同じ。）が、デリバティブ取引市場の
担い手としての自らの役割を十分に認識して、法令や業務上の諸規則を
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厳格に遵守し健全かつ適切な業務運営に努めることは、市場デリバティ
ブ取引業者に対する投資者からの信頼を確立し、ひいてはデリバティブ
取引市場の信頼を確保する上で需要である。 
こうした市場デリバティブ取引業者のコンプライアンス態勢につい
ては、基本的にはⅢ－２－１における態勢整備の着眼点及び監督手法を
もって対応することとするが、それ以外にも、自主規制機関の策定する
自主規制ルールの遵守状況も含めた幅広い検証を行うこととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅴ－２－２－２ 勧誘・説明態勢 
 
（１）～（３） （略） 
 
 （新設） 
 
 
 
 
 
 
（４） （略） 
 
（新設） 

厳格に遵守し健全かつ適切な業務運営に努めることは、市場デリバティ
ブ取引業者に対する投資者からの信頼を確立し、ひいてはデリバティブ
取引市場の信頼を確保する上で需要である。 
こうした市場デリバティブ取引業者のコンプライアンス態勢につい
ては、基本的にはⅢ－２－１における態勢整備の着眼点及び監督手法を
もって対応することとするが、それ以外にも、自主規制機関の策定する
自主規制ルールの遵守状況も含めた幅広い検証を行うこととする。 
なお、市場デリバティブ取引業者が、通貨関連市場デリバティブ取引
等（金商業等府令第143条第３項第１号及び第３号に掲げる行為をいう。
以下同じ。）に関し顧客から金銭の預託を受ける場合には、当該行為が
有価証券等管理業務に該当するため、第一種金融商品取引業の登録が必
要であることに留意する。市場デリバティブ取引業者が通貨関連市場デ
リバティブ取引等に関し顧客から預託を受けた金銭を取引所に預託せ
ずに管理する場合の法令等遵守態勢に係る留意事項及び監督手法は、Ⅳ
－３－３－１に準ずるものとする。 
 
Ⅴ－２－２－２ 勧誘・説明態勢 
 
（１）～（３） （略） 
 
（４）通貨関連市場デリバティブ取引等業者の説明責任に係る留意事項 
   通貨関連市場デリバティブ取引等業者が、顧客から預託を受けた金
銭を取引所に預託せずに管理する場合の説明事項に係る留意事項は、
Ⅳ－３－３－２（３）⑥に準ずるものとする。また、通貨関連市場デ
リバティブ取引等業者が行うロスカット取引に関する説明事項に係
る留意事項は、Ⅳ－３－３－２（３）⑦に準ずるものとする。 

 
（５） （略） 
 
Ⅴ－２－２－４ 通貨関連市場デリバティブ取引等に係るリスク管理態
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Ⅵ．監督上の評価項目と諸手続（投資運用業） 
 
Ⅵ－３ 諸手続（投資運用業） 
 
Ⅵ－３－１ 登録 
 
Ⅵ－３－１－１ 投資運用業 
 
（１）～（５） （略） 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅵ－３－２－４ 投資信託財産等に関する帳簿書類関係 

勢 
  顧客を相手方として行う通貨関連市場デリバティブ取引（金商業等府
令第 123 条第３項に規定する通貨関連市場デリバティブ取引をいう。）
及び通貨関連外国市場デリバティブ取引（同条第５項に規定する通貨関
連外国市場デリバティブ取引という。）について、自己が負うリスクの
管理が重要であることから、リスク管理態勢の整備及び業務運営の遂行
については、Ⅳ－３－３－４（４）及び（６）②の各規定に準ずるもの
とする。 

 
Ⅵ．監督上の評価項目と諸手続（投資運用業） 
 
Ⅵ－３ 諸手続（投資運用業） 
 
Ⅵ－３－１ 登録 
 
Ⅵ－３－１－１ 投資運用業 
 
（１）～（５） （略） 
 
（６）新規登録申請に係る留意事項 

新規に登録を申請する業者に対しては、原則として、以下の書類の
提出を求めることにより、登録拒否要件等に該当しないか確認するこ
ととする。 
なお、疎明資料のうち金融機関が発行する預金等の残高証明書につ

いては、原本によるものとする。 
① 純財産額（金商法第 29 条の４第１項第５号ロに規定する純財産
額をいう。）を算出した書面の疎明資料 

② 直近月の純財産額を算出した書面の疎明資料 
 
Ⅵ－３－２－４ 投資信託財産等に関する帳簿書類関係 
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投信法に基づき作成・保存する帳簿書類（以下、Ⅵ－３－２－４にお
いて、「帳簿書類」という。）については、Ⅲ－３－３（１）（②、③、
⑤から⑦まで及び⑨を除く。）に準ずるほか、次の点に留意するものと
する。 
 
（略） 
 
Ⅵ－３－３ 投資法人に係る事務処理上の留意点 
 
Ⅵ－３－３－５ 証明書の発行 
 
（１）信託会社等に対する証明書の発行 
① 所有権の移転の登録免許税の軽減に係る証明書の発行 
信託会社等の租税特別措置法第83条の３第２項の規定に基づく登
録免許税軽減のための同法施行規則第31条の７第２項に規定する証
明書の発行等については、以下のとおり取り扱うものとする。 
なお、当該信託会社等が租税特別措置法第83条の３第２項の規定
の適用を受けることができる日は、当該特定資産取得後１年以内で
あることに留意するものとする。 
イ．～ハ． （略） 

② （略）  
 
（２）投資法人に対する証明書の発行 
① 所有権の移転の登録免許税の軽減に係る証明書の発行 
投資法人の租税特別措置法第83条の３第３項の規定に基づく登録
免許税軽減のための同法施行規則第31条の７第３項に規定する証明
書の発行等については、以下のとおり取り扱うものとする。 
なお、当該投資法人が租税特別措置法第83条の３第３項の規定の
適用を受けることができる日は、当該特定資産取得後１年以内であ
ることに留意するものとする。 

投信法に基づき作成・保存する帳簿書類（以下、Ⅵ－３－２－４にお
いて、「帳簿書類」という。）については、Ⅲ－３－３（１）（②、③、
⑤、⑥及び⑧を除く。）に準ずるほか、次の点に留意するものとする。 
 
 
（略） 
 
Ⅵ－３－３ 投資法人に係る事務処理上の留意点 
 
Ⅵ－３－３－５ 証明書の発行 
 
（１）信託会社等に対する証明書の発行 
① 所有権の移転の登録免許税の軽減に係る証明書の発行 
信託会社等の租税特別措置法第83条の３第２項の規定に基づく登
録免許税軽減のための同法施行規則第31条の６第２項に規定する証
明書の発行等については、以下のとおり取り扱うものとする。 
なお、当該信託会社等が租税特別措置法第83条の３第２項の規定
の適用を受けることができる日は、当該特定資産取得後１年以内で
あることに留意するものとする。 
イ．～ハ． （略） 
② （略）  

 
（２）投資法人に対する証明書の発行 
① 所有権の移転の登録免許税の軽減に係る証明書の発行 
投資法人の租税特別措置法第83条の３第３項の規定に基づく登録
免許税軽減のための同法施行規則第31条の６第３項に規定する証明
書の発行等については、以下のとおり取り扱うものとする。 
なお、当該投資法人が租税特別措置法第83条の３第３項の規定の
適用を受けることができる日は、当該特定資産取得後１年以内であ
ることに留意するものとする。 
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イ．・～ハ． （略）  
② （略） 

 
Ⅷ．監督上の評価項目と諸手続（登録金融機関） 
 
Ⅷ－１ 業務の適切性（登録金融機関） 
登録金融機関の業務の適切性については、Ⅲ－２（Ⅲ－２－３－４
（２）、Ⅲ－２－６（１）②、Ⅲ－２－８（３）及びⅢ－２－９を除く。）、
Ⅳ－１－３、Ⅳ－３－１（Ⅳ－３－１－２（１）、Ⅳ－３－１－４（４）
及びⅣ－３－１－５を除く。）、Ⅳ－３－３（Ⅳ－３－３－１（１）、Ⅳ
－３－３－２（３）③から⑥まで及びⅣ－３－３－４を除く。ただし、
登録金融機関がいわゆる外国為替証拠金取引を業として行う場合には
この限りではない。）、Ⅵ－２及びⅦ－２に準ずるほか、以下の点に留意
するものとする。 
なお、金融商品仲介業務については、Ⅳ－３－１－２（４）③イ及び
ロの理論価格、並びに③ロ及びニの社内ルールについては、委託金融商
品取引業者において算出又は策定したものを使用することができるも
のとする。 
 
Ⅹ．監督上の評価項目と諸手続（外国証券業者） 
 
Ⅹ－１ 外国証券業者によるインターネット等を利用したクロスボーダ

ー取引 
 
（１）外国証券業者に関する法令の基本的考え方 
外国証券業者は、日本国内における有価証券関連業の本拠として設け

る主たる営業所又は事務所について登録を受けない限り、国内にある者
を相手方として金商法第28条第８項各号に掲げる行為（以下「有価証券
関連業に係る行為」という。）を行うことはできない。 
他方、国内に拠点を有しない無登録の外国証券業者であっても、有価

証券関連業に係る行為についての勧誘をすることなく、あるいは金融商

イ．～ハ． （略）  
② （略） 

 
Ⅷ．監督上の評価項目と諸手続（登録金融機関） 
 
Ⅷ－１ 業務の適切性（登録金融機関） 
登録金融機関の業務の適切性については、Ⅲ－２（Ⅲ－２－３－４
（２）、Ⅲ－２－６（１）②、Ⅲ－２－８（３）及びⅢ－２－９を除く。）、
Ⅳ－１－３、Ⅳ－３－１（Ⅳ－３－１－２（１）、Ⅳ－３－１－４（４）
及びⅣ－３－１－５を除く。）、Ⅳ－３－３（Ⅳ－３－３－１（１）及び
（２）、Ⅳ－３－３－２（３）③から⑧まで並びにⅣ－３－３－４を除
く。ただし、登録金融機関がいわゆる外国為替証拠金取引を業として行
う場合にはこの限りでない。）、Ⅵ－２及びⅦ－２に準ずるほか、以下の
点に留意するものとする。 
なお、金融商品仲介業務については、Ⅳ－３－１－２（４）③イ及び
ロの理論価格、並びに③ロ及びニの社内ルールについては、委託金融商
品取引業者において算出又は策定したものを使用することができるも
のとする。 
 
Ⅹ．監督上の評価項目と諸手続（外国証券業者） 
 
Ⅹ－１ 外国証券業者に対する基本的考え方 
 
 
Ⅹ－１－１ 外国証券業者に関する法令の基本的考え方 

外国証券業者は、日本国内における有価証券関連業の本拠として設け
る主たる営業所又は事務所について登録を受けない限り、国内にある者
を相手方として金商法第28条第８項各号に掲げる行為（以下「有価証券
関連業に係る行為」という。）を行うことはできない。 
他方、国内に拠点を有しない無登録の外国証券業者であっても、有価

証券関連業に係る行為についての勧誘をすることなく、あるいは金融商
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品取引業者（第一種金融商品取引業に限る。）による代理又は媒介によ
り、国内にある者の注文を受けて外国からその者を相手方として有価証
券関連業に係る行為を行うことについては許容されている。 
 
 
 
 
 
（２）外国証券業者によるインターネット等を利用したクロスボーダー取
引 
（略） 
 
① （略） 
イ．・ロ． （略） 

② （略） 
イ．～ハ． （略） 

③ （略） 
 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

品取引業者（第一種金融商品取引業に限る。）による代理又は媒介によ
り、国内にある者の注文を受けて外国からその者を相手方として有価証
券関連業に係る行為を行うことについては許容されている。 
また、外国証券業者は、金商法第60条第１項に基づく当局の許可を受
けて、国内の金融商品取引所における取引を業として行うことができ
る。当該業者に対しては、Ⅹ－２で示す留意点を踏まえて監督するもの
とする。 
 
Ⅹ－１－２ 外国証券業者によるインターネット等を利用したクロスボ

ーダー取引 
（略） 
 

（１） （略） 
①・② （略） 

（２） （略） 
①～③ （略） 

（３） （略） 
 
Ⅹ－２ 業務の適切性（取引所取引許可業者） 
 
（１）当局の許可を得て取引所取引業務（金商法第 60 条第１項に規定す
る業務をいう。以下同じ。）を行う外国証券業者（以下「取引所取引許
可業者」という。）の業務の適切性については、Ⅲ－２－１（（１）⑤
を除く。）、Ⅲ－２－５、Ⅲ－２－７、Ⅲ－２－８、Ⅲ－２－９、Ⅳ－
３－１－１、Ⅳ－３－１－５、Ⅳ－３－２（Ⅳ－３－２－２、Ⅳ－３
－２－３（２）（３）、Ⅳ－３－２－４、Ⅳ－３－２－５を除く。）に準
じて検証することとする。なお、取引所取引許可業者は、基本的に海
外当局の監督下にあることを踏まえ、実質的に国内で求められるもの
と同等の業務運営がなされていると認められる場合には、具体的な業
務運営の方法は問わないことに留意する。 
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（２）事故等に対する監督上の対応 

事故等（金商業等府令第 223 条第 10 号に規定する法令等に反する
行為をいう。以下同じ。）に対する監督上の対応については、以下の
とおり取り扱うこととする。 
① 取引所取引許可業者から事故等にかかる届出書の提出があった
場合は、以下の点を確認するものとする。 
イ．コンプライアンス規程等に則り内部管理部門・内部監査部門へ
の迅速な報告及び取締役会等への報告を行っているか。 
ロ．事故の発生部署とは独立した部署（内部監査部門等）において
事故の調査・解明を実施しているか。 

② 事故等と、取引所取引許可業者の業務の適切性の関係について
は、以下の着眼点に基づき検証を行うこととする。 
イ．当該事故等への役員の関与はないか、組織的な関与はないか。 
ロ．当該事故等の内容が我が国金融商品市場にどのような影響を与
えるか。 

ハ．内部牽制機能が適切に発揮されているか。 
ニ．再発防止のための改善策の策定や自浄機能が十分か、責任の所
在が明確化されているか。 
ホ．当該事故等の発覚後の対応が適切か。 

 
（３）監督手法・対応 

日常の監督事務や、事故届出等を通じて把握された取引所取引許可
業者の業務上・財務上の課題については、国内における代表者を通じ
ること等による深度あるヒアリングを行うことや、必要に応じて金商
法第 60 条の 11の規定に基づく報告を求めることを通じて、取引所取
引許可業者における自主的な改善状況を把握することとする。また、
日頃より、取引所取引許可業者が会員となっている金融商品取引所
や、情報交換の取決めを締結している海外当局との情報交換等を積極
的に行うことを通じ、取引所取引許可業者の課題の早期把握・解消に
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（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

努めるものとする。なお、重大・悪質な法令等違反行為が認められる
等の場合には、金商法第 60 条の８第１項の規定に基づく業務改善命
令や業務停止命令等の発出も含め、必要な対応を検討するものとす
る。 

 
Ⅹ―３ 諸手続（取引所取引許可業者） 
 
Ⅹ－３－１ 許可 

金商法第 60 条の２の規定に基づく許可申請書の取扱い等にあたって
は、Ⅲ－３－１に準ずるほか、以下の点に留意するものとする。 
 
（１）許可手続 
① 許可申請書の印章 
記載上の注意事項にある署名によることができる場合には、代表

者が印章を用いる慣習がない場合が該当する。 
② 許可申請書の添付書類 
イ．住民票の抄本には、次の項目が記載されているものを提出させ
るものとする。 
ａ．住所 
ｂ．氏名 
ｃ．生年月日 

ロ．国内に在留する外国人が提出した外国人登録証明書の写し又は
外国人登録済証明書及び国内に在留しない外国人が提出した本
国の住民票の写し又はこれに準ずる書面（英文等の場合には訳文
を添付）は、金商業等府令第 221 条第６号に規定する「これに代
わる書面」に該当する。 

③ 許可までの間の留意事項等 
イ．許可申請者に対しては、許可されるまでは取引所取引業務を行
わないように注意喚起するものとする。 

ロ．許可申請者が金融庁所管の法令にかかわる他の事業を行ってお
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り、当該事業に係る行政処分が行われている場合には、その内容
について確認するとともに、必要に応じ、ヒアリング等によりそ
の改善措置の状況を確認するものとする。 
なお、当該行政処分が法令遵守態勢に係る場合には、Ⅹ－２で
準用するⅢ－２－１に留意するものとする。 

④ 許可申請者への通知 
金商法第 60 条第１項の許可を行った場合は、許可通知書を許可

申請者に交付するものとする。 
⑤ 許可の条件 
自己の勘定による取引のみを行うために金商法第 60 条第１項の

許可の申請を行う外国証券業者については、申請業務を適切に行う
ことができるかどうかを審査することとするが、当該外国証券業者
が当該許可を受けた後に、新たに海外顧客の委託注文の取次ぎ業務
を行おうとする場合には、当該業務を適切に行うことができるかに
ついて、改めて審査する必要がある。したがって、自己の勘定によ
る取引所取引業務のみを行う外国証券業者に対して許可を付与す
るときは、許可申請時に申請された業務以外を行おうとする場合に
は、あらかじめ当局の承認を必要とする旨の条件を付すこととす
る。 
⑥ 許可の拒否 
イ．許可を拒否する場合は、拒否の理由及び金融庁長官に対して異
議申立てできる旨を記載した許可拒否通知書を許可申請者に交
付するものとする。 

ロ．許可拒否通知書には、拒否の理由に該当する金商法第 60 条の
３第１項各号のうちの該当する号又は許可申請書及び添付書類
のうち重要な事項についての虚偽の記載のある箇所若しくは重
要な事実の記載の欠けている箇所を具体的に明らかにするもの
とする。 

 
（２）審査事項 
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① 法人形態の項目 
金商法第 60 条の３第１項第１号イに規定する取締役会設置会社

と同種類の法人であるか否かの審査にあたっては、許可申請書、同
添付書類及びヒアリングにより次の点を確認するものとする。 
イ．意思決定機関として、複数の役職員からなる合議機関を設置し
ているか。 

ロ．意思決定機関の体制は、参加者それぞれの牽制が働き、外国証
券業者の経営が特定の役員の意思に左右されることがないよう
配慮されたものとなっているか。 

ハ．代表者は、複数の役職員による合議等により定めることとされ
ているか。 

ニ．内部管理部門から営業部門等に対し、適切に牽制が働く体制が
整備されているか。 

ホ．独立した内部監査部門又は外部監査人等により、監査が有効に
行われる体制が整備されているか。 

② 体制審査の項目 
金商法第 60 条の３第１項第１号ルに規定する、取引所取引業務

を適確に遂行するに足りる人的構成を有しない者であるか否かの
審査にあたっては、許可申請書、同添付書類及びヒアリングにより
次の点を確認するものとする。 
イ．その行う業務に関する十分な知識及び経験を有する役員又は使
用人の確保の状況及び組織体制として、以下の事項に照らし、当
該業務を適正に遂行することができると認められるか。 
ａ．経営者及び常務に従事する役員が、その経歴及び能力等に照
らして、取引所取引業務を公正かつ的確に遂行することができ
る十分な資質を有していること。 
ｂ．常勤役職員の中に、金融商品取引法等の関連諸規制や監督指
針で示している業務運営の適切性の着眼点の内容を理解し、実
行するに足る知識・経験、及び取引所取引業務の公正かつ適確
な遂行に必要となるコンプライアンス及びリスク管理に関す
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る十分な知識・経験を有する者が確保されていること。 
ｃ．取引所取引業務の適確な遂行に必要な人員が適切な部門に配
置され、内部管理等の責任者が営業部門から独立して配置され
るなど、適正に業務を遂行できる組織体制、人員構成にあるこ
と。 
ｄ．取引所取引店（金商法第 60 条の２第１項第３号に規定する
取引所取引業務を行う営業所又は事務所をいう。以下同じ。）
それぞれに、取引所取引と同種類の取引に係る業務を３年以上
行っている常勤役職員が複数確保されていること。 
ｅ．取引所取引業務について、次に掲げる体制整備が可能な要員
の確保が図られていること。 
ⅰ）帳簿書類・報告書等の作成、管理 
ⅱ）電算システム管理 
ⅲ）売買管理 
ⅳ）苦情・トラブル処理 
ⅴ）内部監査 
ⅵ）研修 
ｆ．委託による取引を行おうとする場合には、インサイダー取引
や相場操縦等の不公正取引を未然に防止するための注文管
理・売買審査体制が整備されていること。 
ｇ．日本国内の投資者との間の有価証券関連業に係る行為を防止
する観点から、Ⅹ－１－２（２）に掲げる措置を講じるための
体制が整備されていること。 
ｈ．日本における代表者として、監督当局による報告徴求等に対
し、取引所取引店や本店と適切に連携を図り、的確に対応でき
る者が選任されていること。 

ロ．以下の事項を総合的に勘案した結果、役員又は取引所取引業務
を行う使用人のうちに、取引所取引業務の運営に不適切な資質を
有する者があることにより、取引所取引許可業者の信用を失墜さ
せるおそれがあると認められることはないか。 
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ａ．金商法等我が国の金融関連法令又はこれらに相当する外国の
法令の規定に違反し、罰金の刑（これに相当する外国の法令に
よる刑を含む。）に処せられたこと。 
ｂ．禁固以上の刑（相当する外国の法令による刑を含む。）に処
せられたこと（特に、刑法第 246 条から第 250 条まで（詐欺、
電子計算機使用詐欺、背任、純詐欺、恐喝、未遂罪）の罪に問
われた場合に留意すること）。 

③ その他 
イ．金商業等府令第 221 条第９号に定める「不公正な取引の防止を
図るために講じている措置を記載した書面」により、インサイダ
ー取引を防止するための措置、発注制限措置、及び委託取引を行
う場合には、不公正取引を未然に防止するための注文管理・売買
管理体制が整備されていることを確認するものとする。 
ロ．金商法第 60 条の３第１項第１号ロの審査にあたっては、本店
及び取引所取引店が所在するすべての国において登録等を受け
ていることを、添付資料や、必要に応じて、海外当局との情報の
提供に関する取決めなどを用いて確認するものとする。 
ハ．金商法第 60 条の３第１項第２号の審査に当たっては、海外当
局への連絡等を通じて、我が国が行う調査協力の要請に応ずる旨
の海外当局による保証の実効性を確認するものとする。 
ニ．金商法第 60 条の３第１項第３号の審査に当たっては、我が国
金融商品取引所に対し、外国金融商品取引市場開設者との間で締
結される情報の提供に関する取決めの実効性の確認を求めるも
のとする。 
なお、当該「情報の提供に関する取決め」は、個別の取引所間
での取決めに限定されるものではなく、市場間監視グループ
（Intermarket Surveillance Group（ISG））その他取引所間での
情報提供が適切に行われるものであれば、複数取引所間での情報
交換の枠組みであっても認められる場合があることに留意する。 
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（別紙様式Ⅱ－７）～（別紙様式Ⅱ－９） 
 
（別紙様式Ⅱ－１０）～（別紙様式Ⅱ－１５） （略） 
 

Ⅹ－３－２ 届出 
取引所取引許可業者の届出については、Ⅲ－３－２（２）に準ずるほ

か、以下の点に留意するものとする。 
 
（１）変更等の届出に係る留意事項 

取引所取引許可業者から金商法第 60 条の５第１項及び第２項の規
定に基づく届出書を受理した場合には、当該許可外国証券会社に対し
て、国内における代表者を通じること等による深度あるヒアリングを
行うことや、必要に応じて金商法第 60 条の 11の規定に基づく報告を
求めることを通じて、その内容及び適切性を把握・確認することとす
る。また、重大・悪質な法令等違反行為があると認められる等の場合
には、金商法第 60 条の８第１項に基づく許可の取消しや業務停止命
令等の発出も含め、必要な対応を検討するものとする。 

 
（２）取引所取引店の追加等の届出に係る留意事項 

取引所取引許可業者から金商法第60条の５第１項の規定に基づき、
取引所取引店の追加又は取引参加者となる金融商品取引所の追加に
係る届出書を受理した場合には、当該取引所取引店の人的構成・業務
の適切性について、金商法第 60 条の３第１項各号の規定による許可
拒否の事由の存しないことについて確認するものとする。 

 
Ⅹ－３－３ 業務に関する帳簿書類関係 
業務に関する帳簿書類の作成・保存に関する取扱いについては、Ⅲ－
３－３に準ずるものとする。なお、Ⅲ－３－３において「支店」とある
のは、「取引所取引店」と読み替えるものとする。 
 

（削除） 
 
（別紙様式Ⅱ－７）～（別紙様式Ⅱ－１２） （略） 
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（別紙様式Ⅵ－13）（投資信託）（国税）            （日本工業規格Ａ４） 

 
証明申請書 

 

年  月  日 

 

金融庁長官 殿 

 

申請者 所在地 

商 号 （会社名） 

取締役 （氏名）     印 

 

申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別紙記

載の不動産に関する所有権の移転の登記につき、租税特別措置法第83条

の３第２項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行規則第31条

の７第２項に規定する事項を証する書類の交付を申請します。 

添付書類：投資信託約款（写） 

：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確

認できるもの） 

：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 

：運用報告書（直近期） 

：租税特別措置法第83条の３第２項第２号ロに該当する場合は、

直近期の運用報告書（直近の証明書）及びその他の資産の価

格の状況（別紙様式Ⅵ－14により作成のうえ添付すること。） 

 
（以下略） 

 
（別紙様式Ⅵ－16）（投資法人）（国税）           （日本工業規格Ａ４） 

 

（別紙様式Ⅵ－13）（投資信託）（国税）            （日本工業規格Ａ４） 

 
証明申請書 

 

年  月  日

 

金融庁長官 殿 

 

申請者 所在地 

商 号 （会社名） 

取締役 （氏名）     印 

 

申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別紙記

載の不動産に関する所有権の移転の登記につき、租税特別措置法第83条

の３第２項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行規則第31条

の６第２項に規定する事項を証する書類の交付を申請します。 

添付書類：投資信託約款（写） 

：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確

認できるもの） 

：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 

：運用報告書（直近期） 

：租税特別措置法第83条の３第２項第２号ロに該当する場合は、

直近期の運用報告書（直近の証明書）及びその他の資産の価

格の状況（別紙様式Ⅵ－14により作成のうえ添付すること。） 

 

（以下略） 

 

（別紙様式Ⅵ－16）（投資法人）（国税）            （日本工業規格Ａ４） 
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証明申請書 

 

年  月  日 

 

○○財務（支）局長 殿 

 

申請者 住 所 

商 号 （投資法人名） 

執行役員 （氏名）    印 

 

申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別紙記

載の不動産に関する所有権の移転の登記につき、租税特別措置法第83条

の３第３項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行規則第31条

の７第３項に規定する事項を証する書類の交付を申請します。 

添付書類：投資法人規約（写） 

：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確

認できるもの） 

：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 

：資産運用報告書（直近期） 

：租税特別措置法第83条の３第３項第２号ロに該当する場合は、

直近期の運用報告書（直近の証明書）及びその他の資産の価

格の状況（別紙様式Ⅵ－14により作成のうえ添付すること。） 

 

（以下略） 

証明申請書 

 

年  月  日

 

○○財務（支）局長 殿 

 

申請者 住 所 

商 号 （投資法人名） 

執行役員 （氏名）    印 

 

申請者が     と  年  月  日をもって売買契約を締結した別紙記

載の不動産に関する所有権の移転の登記につき、租税特別措置法第83条

の３第３項の規定の適用を受けたいので、租税特別措置法施行規則第31条

の６第３項に規定する事項を証する書類の交付を申請します。 

添付書類：投資法人規約（写） 

：不動産売買契約書（写）等（当該不動産の所有権の取得日を確

認できるもの） 

：資金の借入れがある場合は、借入先の残高を証する書面 

：資産運用報告書（直近期） 

：租税特別措置法第83条の３第３項第２号ロに該当する場合は、

直近期の運用報告書（直近の証明書）及びその他の資産の価

格の状況（別紙様式Ⅵ－14により作成のうえ添付すること。） 

 

（以下略） 

 


